
市
民
税
は
、
所
得
減
や
減
税
な
ど
の
影
響
に
よ
り
、
同
六
・
一
％

減
を
見
込
み
ま
し
た
。
ま
た
、
法
人
市
民
税
は
、
長
引
く
景
気
の

低
迷
な
ど
に
よ
り
、
二
二
・
二
％
減
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
固
定

資
産
税
は
、
新
築
家
屋
の
減
少
な
ど
に
よ
り
〇
・
六
％
増
に
と
ど

ま
る
見
込
み
で
す
。�

�����

　
市
債
の
発
行
は
、
減
税
補
て
ん
債
や
、
緊
急
性
の
高
い
事
業
に

し
ぼ
り
込
ん
だ
も
の
の
、
年
間
総
合
予
算
形
式
と
し
た
た
め
、
前

年
度
比
一
〇
・
七
％
増
と
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
こ
の
増
額
分

の
大
半
は
、
本
年
度
特
例
的
に
認
め
ら
れ
た
低
金
利
へ
の
借
り
換

え
で
す
。�

　
さ
ら
に
不
足
す
る
財
源
を
補
う
た
め
、
市
の
貯
金
と
も
い
え
る

基
金
の
う
ち
、
財
政
調
整
基
金
の
ほ
ぼ
全
額
、
二
十
九
億
八
百
万

円
を
取
り
崩
し
ま
し
た
。�

����

　
人
件
費
は
、
こ
れ
ま
で
主
に
補
正
予
算
に
計
上
し
て
い
た
退
職

手
当
な
ど
を
、
当
初
に
予
算
化
し
た
た
め
、
前
年
度
比
六
・
六
％

増
と
な
り
ま
し
た
。
一
方
、
職
員
定
数
は
、
平
成
十
年
度
か
ら
の

の
九
十
人
に
加
え
、
本
年
度
も
四
十
人
を
削
減
し
ま
す
。�

　
道
路
・
河
川
の
整
備
や
施
設
建
設
な
ど
の
投
資
的
経
費
で
は
、

補
助
事
業
が
、
北
部
清
掃
工
場
整
備
事
業
の
減
少
な
ど
で
前
年
度

比
二
〇
・
四
％
減
と
な
り
ま
し
た
。
一
方
、
単
独
事
業
は
、
県
営

事
業
負
担
金
な
ど
を
当
初
予
算
で
見
込
ん
だ
こ
と
な
ど
に
よ
り
同

一
五
・
四
％
増
と
な
り
ま
し
た
。�

　
公
債
費
（
手
数
料
を
除
く
）
は
、
減
税
の
補
て
ん
や
こ
れ
ま
で

の
経
済
対
策
事
業
、
大
型
建
設
事
業
な
ど
で
発
行
し
た
市
債
が
本

格
的
償
還
を
迎
え
る
た
め
、
前
年
度
比
一
〇
・
五
％
増
と
な
り
、

一
般
会
計
の
一
二
・
二
％
を
占
め
て
い
ま
す
。�

●特別会計・公営企業会計�

特別会計�
競輪事業�
国民健康保険�
食肉センター食肉市場�
公共下水道�
土地区画整理事業�
交通災害共済事業�
市営駐車場�
福祉資金貸付事業�
住宅新築資金等貸付事業�
老人保健医療�
公共用地取得事業�
農業集落排水事業�
介護保険�

公営企業会計�
市立四日市病院事業�
水道事業�

財産区�
桜財産区�

�
181�
166�
8�

157�
14�
1�
1�
1�
1�

197�
�
5�
83�
�

159�
123�
�
�
�

�
－6.0�
＋9.4�
＋11.3�
－10.3�
＋10.8�
－5.2�
－5.7�

＋258.3�
＋0.4�
－0.4�
－35.8�
－5.9�
皆増�
�

＋6.0�
－1.4�

�
－0.3

�
5,260�
9,300�
3,930�
2,400�
1,660�
9,650�
7,460�
1,000�
600�
4,370�
3,157�
1,870�
7,810�

�
9,259�
1,995�

�
3,390

区　　　分� 予算額� 前年度比�

億�

億�

億�

億�

億�

億�

億�

億�

億�

億�

�

億�

億�

�

億�

億�

�

％�

％�

％�

％�

％�

％�

％�

％�

％�

％�

％�

％�

�

�

％�

％�

�

％�

�

万円�

万円�

万円�

万円�

万円�

万円�

万円�

万円�

万円�

万円�

万円�

万円�

万円�

�

万円�

万円�

�

万円�

�

市
債
は
極
力
抑
制
し
、�

足
り
な
い
分
は
基
金
の
取
り
崩
し
で�

厳
し
い
な
が
ら
も
投
資
的
経
費
を
確
保�

■一般会計歳出�

土木費�
道路、公園、�
都市計画など�

211億2,464万円�
22.6％�

（＋4.0％）�

民生費�
高齢・障害・�
児童福祉など�

189億4,430万円�
20.3％�

（－5.3％）�

公債費�
（市債の返済）�
114億723万円�
12.2％�

（＋10.4％）�

衛生費�
（保健、環境、清掃など）�
107億294万円�
11.5％（－7.8％）�

教育費�
（学校教育、生涯学習など）�
104億3,824万円�
11.2％（＋11.0％）�

その他�
（議会費など）�

8億4,569万円　0.9％（－2.8％）�

農林水産業費�
25億7,541万円�
2.8％（＋2.1％）�

消防費�
33億6,766万円�
3.6％（＋6.2％）�

商工費�
41億6,884万円�
4.5％（－2.4％）�

総務費�
財政、地区市民センター、�
管財、企画、広報など�
97億505万円�

10.4％（＋15.4％）�

一般会計�
歳出�

��

　
平
成
十
二
年
度
か
ら
の
介
護
保
険
制
度
の
開
始
で
、
新

た
に
特
別
会
計
を
設
置
し
、
訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス
や
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
へ
の
入
所
、
認
定
審
査
な
ど
の
経
費
に

八
十
三
億
八
千
万
円
を
計
上
し
ま
す
。�

　
公
共
下
水
道
事
業
は
、
前
年
度
比
一
〇
・
三
％
減
と
な

り
ま
し
た
が
、
整
備
効
果
が
高
い
人
口
集
中
地
域
を
中
心

に
整
備
を
進
め
、
効
率
的
な
執
行
に
努
め
ま
す
。�

　
病
院
事
業
会
計
で
は
、
オ
ー
ダ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
の
導

入
と
診
療
設
備
工
事
や
最
新
医
療
機
器
の
整
備
な
ど
を
行

い
ま
す
。�

介
護
保
険
事
業
に
は
８３
億
８
千
万
円�

特

別

会

計
・
公

営

企

業

会

計

�

283 億1,254万円�

820 億8,467万円�

（ 　　）�

（   　　  　）�

（　  　）�


